
　　
2021年8月19日

株式会社ワークスアプリケーションズ
株式会社ワークスアプリケーションズ・エンタープライズ

経費精算システム「HUE Expense」が

JTBの出張手配サービス「J'sNAVI Jr.」との連携を開始

株式会社ワークスアプリケーションズ（本社：東京都千代田区、代表取締役最高経営責任者：井上直樹）の子会社で
ある株式会社ワークスアプリケーションズ・エンタープライズ（本社：東京都千代田区、代表取締役 社長執行役員：宮
原雅彦、以下 WAPE）は、株式会社JTBビジネストラベルソリューションズ（本社：東京都江東区、代表取締役兼社長
執行役員：渋谷正光、以下 JTBビジネストラベルソリューションズ）とシステム連携を開始することをお知らせします。

● 協業の背景
新型コロナウイルスの影響によりニューノーマル時代の新しい働き方に変わりつつある昨今、間接部門においても業
務効率化やデジタル化のニーズが高まっています。
このような背景を受けて、JTBビジネストラベルソリューションズが提供する出張手配サービス「J’sNAVI Jr.」とWAPEが
提供する大手企業向け経費精算システム「HUE Expense」の連携強化による、経理業務のさらなる効率化の実現と
ペーパレス化の促進のため、今回の協業に至りました。

●協業で実現すること
従来、出張者が経費精算を行う際は、発生費用を個別に経費精算システムに入力する作業が必要でした。今回の連
携により、「J’sNAVI Jr.」での利用データをそのまま「HUE Expense」に取り込むことが可能となり、入力ミスの防止や
業務効率化を実現します。
さらに、費用が会社請求となるため、個人の立替払いや仮払いが発生せず、キャッシュレス化や不正利用の防止にも
繋がります。

●J’s NAVI Jr.について
J'sNAVI Jr．は、ワークフロー・経費精算システムと連携して航空券・新幹線・ホテルの手配を行うことができるクラウド
型の出張手配サービスであり、100社以上の導入実績があります。導入により、手配内容の可視化による不正防止、
出張コストの削減が見込めます。またコーポレートカードの利用明細データの連携も可能で、旅費交通費のみならず
一般経費も含めた業務効率化に寄与します。
※詳しくは製品HPをご参照ください。（https://www.jtb.co.jp/jsnavi/lp/jr.asp）

●HUE Expenseについて
2,000社以上の導入実績をもつERPパッケージのノウハウを活かした、ユーザビリティの高い経費精算システムです。
外部サービスとの連携はもちろん、日本企業での「使いやすさ」にこだわり、複雑な手当計算に標準機能で対応しま
す。また、電子帳簿保存法への継続的な対応でペーパーレス化にも貢献します。

ー特徴①　「使いやすさ」にこだわったUIと機能で、申請者の入力負荷を軽減を実現します。
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Excelのような操作感を実現した明細や、入力候補を表示する「Suggest-サジェスト-」、カレンダー形式の日付選択、
「項目計算設定」による自動計算・補完など、申請者の入力業務をサポートする機能を豊富にご用意しております。

ー特徴②　経費精算固有の業務をサポートするため、外部サービスとの連携も標準機能で実現します。
ICカードを利用した移動やコーポレートカードによる決済などの、経費精算業務固有の要件にも対応するため、IC
カード連携機能やコーポレートカード連携機能などをご用意しております。

ー特徴③　柔軟性の高い標準機能を有しているため、各社各様の規定に対応できます。
経費精算では、各社様それぞれに多様な規定がありますが、複雑な規定に対しても、汎用的にご利用頂ける「項目

計算設定」などの機能により、規定に沿った運用ができるようサポートいたします。

●ワークスアプリケーションズについて
株式会社ワークスアプリケーションズは、1996年７月の創業以来日本発の業務アプリケーションのパッケージソフトウ
エア会社として、国内大企業に製品・サービスを提供しております。健康経営にも積極的に取り組み、「健康経営優
良法人2020（大規模法人部門）」や「テレワーク先駆者百選」を受賞しております。2021年には持株会社制に移行しま
した。ワークスアプリケーションズグループは、「働く」の概念を変え、仕事をより創造的なものへ、そして企業の生産性
を高め、企業価値を拡大する、この企業理念のもと、ERPプロバイダーとしてさらなる発展を目指します。
株式会社ワークスアプリケーションズサイト　https://www.worksap.co.jp/
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